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Abstract

本稿では日本の携帯電話市場の特徴である、垂直統合型ビジネスモデルについての分析を行った。具体的には以下の2つのことを行った。1つ目は端末の生産に焦点をあて、垂直統合型ビジネスモデルにより、端末の開発投資の水準が過大になることを経済モデルにより示した。分析では端末メーカーと通信事業者が完全分離し、端末メーカーが自らで開発投資の水準を決定できるケースと開発投資水準を通信事業者が決定する垂直統合型のケースを比較した。このモデル分析から完全分離のケースの開発投資の水準を最適と仮定すれば、垂直統合型のケースでは過大な開発投資が行われることがわかった。その結果、市場には高機能端末ばかりが登場する可能性があることが示唆された。
2つ目は1番目の分析結果を受け、垂直統合型ビジネスモデルが解体した際の消費者便益の増加について実証分析を行った。垂直統合型ビジネスモデルの解体によりローエンド、ミドルエンド、ハイエンドと端末に多様性が出ることが予測される。それは高機能端末を求めない消費者の便益の増加につながる。計算方法は、過去にドコモの第2世代端末にメール機能がない端末が登場していた場合に、消費者余剰がどれだけ増加したかを推定した。この結果2年間で約8億1千万円の消費者余剰が増加することがわかった。

以上2つの分析結果は「オープン型モバイルビジネス環境」へ進むことを支持するものである。したがって総務省が通信事業者に要請した「分離プラン」は、将来的な「オープン型モバイルビジネス環境」へつながるものとして評価できる。しかし通信事業者をはじめとする企業側からも「オープン型モバイルビジネス環境」へと向かう動きが活発化しているため、更なる政策は慎重に進めていくことが望ましいと考えられる。
1　 はじめに
本稿の目的は、日本の携帯電話市場の特徴である垂直統合型ビジネスモデル（2－1、2―2を参照）について、分析を行うことである。具体的には以下の2つのことを行う。1つ目は端末の生産に焦点をあて垂直統合型ビジネスモデルにより、端末の開発投資の水準が過大になることを指摘する。2つ目は第1の分析を受け、垂直統合型ビジネスモデルの解体が消費者の便益につながることを実証的に示す。垂直統合型ビジネスモデルの解体が消費者の便益につながる理由は、端末開発が端末メーカー主導によって行われることによって、市場にミドルエンド、ローエンド端末が増加することが予想されるからである。端末の多様性が出ることにより、高機能端末を求めていない消費者にとっての消費者余剰が増大すると考えられる。
浅井（2008）によれば日本の携帯電話についての分析は、加入需要についての分析（例えばIimi（2005）、依田・黒田（2005））、固定電話と携帯電話の加入についての分析（例えば浅井（2005）、辻村（2006））が中心に進められている。垂直統合型ビジネスモデルの影響についての経済理論を用いた分析、あるいは実証的な分析は存在しなかった。しかし現在総務省は垂直統合型ビジネスモデルと水平分業型ビジネスモデルが並存する「オープン型モバイルビジネス環境」（2－3を参照）への移行を進めている
[image: image1.wmf])
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。このような状況を踏まえて、垂直統合型ビジネスモデルに焦点を当てた本稿は一定の価値を持つと思われる。
　本稿の構成は以下のようになっている。2節では日本の携帯市場の特徴である、垂直統合型ビジネスモデルについて述べる。3節では垂直統合型ビジネスモデルが、端末メーカーの開発投資水準に与える影響について、経済モデルを用いた分析を行う。4節では市場にローエンド端末、ミドルエンド端末が増えたさいの消費者便益の推定について述べる。5節で結論と今後の課題について述べる。
　
2　垂直統合型ビジネスモデル

2－1　垂直統合型ビジネスモデルの特徴
垂直統合型ビジネスモデルとは、通信事業者が端末、通信サービス、コンテンツ・アプリケーションを一括して提供する日本の携帯電話市場について表現するときに使われる用語である。実際に垂直統合されているわけではないことに注意する必要がある。総務省（2007）、大崎（2008）、宍倉（2008）、谷脇（2008a）などによれば、垂直統合型ビジネスモデルの特徴として以下の3点がある。
まず1つ目の特徴として、通信事業者が流通経路を支配していて、端末メーカーにマーケティングの必要性がないことである。日本の携帯市場において流通経路はすべて通信事業者が支配していて、端末メーカーの商品は存在しない。端末メーカーの役割は通信事業者の仕様にそった端末を、一定のロット数通信事業者へ納入することである。この方法における端末メーカーのメリットとしては、通信事業者が必ず一定のロット数を買い上げてくれるため、どれだけ売れるかわからないという不確実性がないことが挙げられる。

2つ目の特徴として販売奨励金の存在がある。図1で示しているように販売奨励金とは、販売代理店が新規端末を販売した際や既契約者が機種変更した際に、通信事業者から販売代理店に支払われるものである。販売奨励金の存在により、消費者は携帯端末を店頭では安く購入することができる。通信事業者は販売奨励金を通信料に上乗せすることにより回収する。具体的な額としては表1 で示しているように、05年度の決算データにおいてNTTドコモが3万6千円、auが3万7千円、ソフトバンクが4万5千円となっている。

販売奨励金のメリットとして、ハイエンド端末を購入するさいの消費者の負担を減少させることにより、ハイエンド端末の普及を進めたことが挙げられる。デメリットとしては消費者の間で負担の不公平感があることである。これは販売奨励金のビジネスモデルが、販売奨励金を通信料で回収することから起こる問題である。端末の買い替えサイクルは概ね2年と言われているため、各通信事業者は販売奨励金を2年間で回収できる料金プランを立てる。このため端末を2年以内に買い換えるユーザーと2年以上使うユーザーの間で不公平が生まれる。この状況を改善するために総務省は、2007年9月に端末価格と通信料金の明確化を各通信事業者に要請した。このような料金プランは、端末価格と通信料が分離されているので「分離プラン」とよばれている。ドコモでは「バリューコース」、auでは「シンプルコース」、ソフトバンクでは「ホワイトプラン」が「分離プラン」にあたる。　　

図1     販売奨励金モデルの仕組み

[image: image2.emf]
出所  モバイルビジネス研究会（第1回）配布資料（2007）
表1　　各社の販売奨励金額
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注１  各年度におけるNTTドコモグループのアニュアルレポートより、「販売手数料」及び「端末販売奨励金」を販売奨励金として記載

注２   各年度におけるKDDIの決算資料より、「販売コミッション」を販売奨励金として記載

注３   各年度におけるボーダフォン当時の決算説明会資料より、「新規顧客獲得費用」を販売奨励金として記載
出所  モバイルビジネス研究会（第1回）配布資料（2007）

  3つ目の特徴として通信事業者主導の端末開発がある。大崎（2008）では日本と海外における端末開発プロセスの違いについて、端末メーカーの担当者にインタビューした結果を以下のようにまとめている。日本では通信事業者から端末メーカーに対して2－3年先のロードマップが示され、それに対応した端末を端末メーカーが開発する。このようなやり方においては、通信事業者のサービスの売りと端末をマッチングさせる作業が重要となってくる。一方海外市場における端末開発は、汎用の商品群から通信事業者や市場向けにソフトなどをカスタマイズする作業が重要となってくる。

  このような通信事業者主導の端末開発における問題点としては、以下の2つが挙げられる。1つ目は通信事業者のニーズを満たす端末ばかりが市場に出ることである。通信事業者のニーズを満たす端末とは、具体的にはデータ通信に優れた高機能端末である。通信事業者はデータ通信によって利益を上げなくてはならない。そのためデータ通信に優位性のある高機能端末が開発されることになる。第3世代携帯電話においては、高速データ通信が可能となり動画コンテンツ配信サービスなどが登場した。たとえばauの「着うたフル」の利用額は05年の10月から06年9月の間に、1000万円弱から1600万円へと1.6倍に増えている
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2

。

  2つ目の問題点として高機能端末のみが開発されると、通信事業者の投資水準が社会的にみて効率的な水準より過大になることや端末メーカーの負担が大きくなることが挙げられる。以下ではこの問題点を示しているNTTドコモの第3世代携帯である「FOMA」開発のプロセスを、塚本（2004）などを参考にしながらみていく。

「FOMA」開発は2000年後半のITバブルの崩壊の影響による業界の景気後退という要因も受け、端末メーカーの経営体力を奪っていった。そのため端末メーカーにおいて、「FOMA」の開発が中止になる可能性が出てきた。そこでNTTドコモは端末メーカーへの開発費の注入を行った。具体的には2002年12月に発表された資料で、NEC、富士通、パナソニックに対して1機種当たり50億円の開発コストを支援することが示されている。その後に対象とする端末メーカーが増え02－03年度の間に上述の3社に加えてシャープ、三菱電機を含む計5社に対して、総額約420億円の開発投資を行うことを発表した
[image: image5.wmf])

3

。さらに04－05年度の2年間には、上述の5社にモトローラを加えた計6社に約370億円の開発投資を行うことを発表した
[image: image6.wmf])
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。
  従来端末の開発費は、仕入れ価格に上乗せされる形で通信事業者から端末メーカーに支払われていた。NTTドコモの「FOMA」はトラブルの影響で普及が進まなかった。そのため仕入れ価格に上乗せする方法では、端末メーカーにとって開発投資分が回収されなかった。したがって端末メーカーに直接、開発投資を注入する方法がとられた。

  以上のようなプロセスを考えると日本市場における高機能端末の開発は、通信事業者にとって大きな投資が必要であり、端末メーカーにとっても負担となっていることがわかる
[image: image7.wmf])
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。この投資水準は社会的にみて過大になっている可能性がある。この点について3節で経済モデルをつかって示す。

2－2 垂直統合型ビジネスモデルの帰結

2－1で述べた特徴を持つ垂直統合型のビジネスモデルのもたらしたこととして、以下の3点が挙げられる。1つ目は携帯端末の短期間で、高機能端末の普及を促したということである。

2つ目は消費者の選択の幅の減少である。これは端末レベルとレイヤーレベルの2つの次元でいうことができる。端末レベルとは消費者は高機能な端末しか選べないということである。レイヤーレベルにおける選択の減少とは、消費者がコンテンツ・アプリケーションレイヤー、通信サービスレイヤー、端末レイヤーなどを自由に選べないことである。

例えば端末の多様性について以下のような例がある。海外において端末メーカー主導の開発が行われた成功例として、山根（2008）では高級感を持たせたプレミアムモデルを挙げている。最も有名なプレミアム携帯は「Nokia8800」シリーズである。08年モデルとなる「Nokia 8800 Arte」は約14万円、サファイア仕様モデルは約18万円という価格になっている。このようなモデルは対象とするユーザーを高所得者に限定したものだが、通信事業者が端末価格を決め、一括購入する垂直統合型のビジネスモデルでは生まれづらいものである。

3つ目は日本の端末メーカーの国際競争力の低下である
[image: image8.wmf])
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。国際競争力の低下の大きな要因としては、日本市場と国際市場の第2世代携帯電話における通信規格の違いがある
[image: image9.wmf])
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。しかしキャリア主導の端末開発によって端末に多様性がないこと、流通経路を通信事業者が支配してマーケティングの蓄積
[image: image10.wmf])
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がないことも国際競争力の低下の要因と考えられる。

2－3　オープン型モバイルビジネス環境
　次に「オープン型モバイルビジネス環境」について述べる。「オープン型モバイルビジネス環境」とは谷脇（2008b）によれば、各レイヤーがオープンになり、様々な組み合わせの事業モデルを創出可能な状態を指す。この環境は端末、通信サービス、コンテンツ・アプリケーションが切り離されて、担い手も異なるパソコンの世界と類似する。
　　　　　　　　　　図2　　「オープン型モバイルビジネス環境」概念図
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　　　　　　　　　　出所　IT-PLUS（2008年10月27日）
　　　　　　　　　　　　　　http://it.nikkei.co.jp/business/netjihyo/index.aspx?n=MMITs2000027102008
3     垂直統合型ビジネスモデルの経済モデル

3－1　完全分離のケース

2－2では垂直統合型のビジネスモデルにおいて、通信事業者による端末の開発投資が過大になる可能性を指摘した。以下ではこのことを簡単な経済モデルによって示す。証明の筋道を最初に説明する。過大と指摘するためには比較対象が必要なので、今回は垂直統合型のケースと、通信事業者と端末メーカーが完全分離されたケースを考える。完全分離されたケースでは、開発投資水準は端末メーカーによって決定され、そのときの投資水準が最も効率的と仮定する。次に垂直統合型のケースにおいて、完全分離のケースの開発投資水準が最適かどうかを評価する。したがってこの方法では、垂直統合型のケースの開発投資が完全分離のケースに比べて過大になっていること、あるいは同じ水準にあることしか示せないことに留意する必要がある。

まずは完全分離の場合について考える。市場は同質的な通信事業者が2社存在し、端末メーカーは完全競争を行っていると仮定する。このとき携帯の性能を表す関数を
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は
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の増加関数、凸関数を仮定する。端末メーカーは完全競争を行っているので、（1）式のように限界的な性能の向上と限界的な費用が等しくなる水準
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だけ投資を行う。したがって
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は最も効率的な投資水準である。
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通信事業者は
[image: image22.wmf]*

k

の水準で決まる端末メーカーのコストに、適正利潤を上乗せした価格を端末メーカーに支払う。その価格を
[image: image23.wmf]TP

とする。これらを考慮すると通信事業者iの逆需要関数は（2）式となる。
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は通信事業者iの通信料、
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は通信事業者iの携帯端末の数量である。通信事業者iは（3）式の利潤関数の下で最適な通信料
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を決定する。
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3－2　垂直統合型のケース

  次に垂直統合型のケースについて考える。このときも同質的な通信事業者が2社市場には存在するとする。完全分離のケースと異なる点は、投資水準
[image: image30.wmf]i

k

も通信事業者が決定することと、通信事業者は通信価格と共に端末価格も決定することである。したがって以下のようなゲームを考えることになる。まず1段階目で通信事業者は端末に対する投資水準
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を決定する。次に2段階目で端末価格と通信料をパッケージとした価格
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を決定する。したがって
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は、完全分離のケースの
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（通信料）とは異なるものを表している。これらの点を考慮すると（2）式の通信事業者iの逆需要関数は（4）式、利潤関数は（5）式と書きかえられる。（5）式は2階条件を満たし、凹関数である。
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このゲームはバックワードインダクションで解いていくので、最初に
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の水準を決定する。そして通信事業者iは、その
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を最大化する
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を求める。そのためには利潤関数を価格
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の関数として表す必要がある。具体的にはまず（4）式を
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について解き、これを（6） 式とする。
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（6）式を（5）式に代入することにより利潤関数は価格の関数として表せる。通信事業者iの反応曲線を
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から求め（7）式となる。
（7）　　　　　
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この反応曲線を投資水準
[image: image46.wmf]k

の関数として表す。そのためには通信事業者iとjの対称性を利用し、通信事業者jの反応曲線も（7）式と同様に求める。そして（7）式から
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を消去すれば（8）式となる。
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次に通信事業者iはこの
[image: image50.wmf]i
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を最大化する
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を決めるので、利潤関数は
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の関数として表す必要がある。そのためには、（6）式を
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の関数として表す必要がある。
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も（8）式と同様に
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 EMBED Equation.3  [image: image56.wmf]k

の関数となることを利用して、この2式を（6）式に代入して変形すると（9）式となる。
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（8）式と（9）式を利潤関数（5）式に代入すれば、利潤関数は
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の関数として表せる。もし最適な投資水準を求めるならば、
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を求める必要がある。しかし今回は具体的な
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を求めることが目的ではなく、
[image: image63.wmf]*

*

k

と
[image: image64.wmf]*

k

の大きさの比較である。そのため利潤関数を
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において微分し、このときの偏微係数を確認する。
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とは、完全分離のケースで端末メーカーが完全競争を行い、最適な投資水準を選択しているときである。したがって
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となれば、垂直統合のケースであっても通信事業者は最適な投資水準を選択しているといえる。
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は（10）式のようになる。
（10）　　　
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これを
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の関係と（1）式を利用してまとめれば（11）式となる。
（11）　　　
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（11）式の
[image: image76.wmf](

)

(

)

*

*

*

k

a

k

k

c

¶

¶

の係数は0となる。また
[image: image77.wmf]G

F

E

D

B

A

,

,

,

,

,

はすべて
[image: image78.wmf]b

の関数であることに着目する。
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の制約条件である0から1の間において
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と利潤関数が凹関数であることを利用すれば図3のようになる。図3からも明らかなように
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である。したがって垂直統合型のケースにおいて、完全分離のケースよりも端末への投資水準が過大になることが確認できた。これは端末メーカーの生産能力を有効に利用していないことを示唆する。もし
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だけの開発投資を行っていたら、残った資本を別の端末開発に向け、端末に多様性が出たかもしれない。   
この経済モデルに対する課題としては、仮定の特殊性によるところが大きいことが挙げられる。例えば端末メーカーが完全競争を行うときが、最も効率的な投資水準であるとする仮定、開発投資は変動費用ではなく固定費用である可能性を考慮していないという点が問題点として指摘できる。   

図3       開発投資水準の大小関係


[image: image85]
4　消費者便益の推定
4－1　目的と手順
2、3節の分析により垂直統合型モデルでは端末の開発に対する投資水準が過大になり、その結果として市場にハイエンド端末ばかりが登場する可能性を指摘した。4節ではその分析を受け、端末に多様性が生じたときの消費者の便益を推定する。
2009年1月現在、ローエンド端末として、ドコモでは「らくらくホン」シリーズ、auでは「簡単ケータイ」シリーズなどがある。しかしこれらのシリーズは種類が豊富ではなく、デザインなどの点でも他のシリーズと比べて見劣りするものが多い。そこで本稿では機能を限定したローエンド端末が日本の市場により多く登場すれば、消費者の便益が増加するのではないかという問題意識のもとで簡単な試算を行う。
この分析は上述の「分離プラン」と問題意識を共有している。「分離プラン」では従来の通信料から回収されていた販売奨励金を、通信料とは別に分離して表示することを求めている
[image: image86.wmf])

9

。これにより消費者は本来の端末価格がわかるようになる。したがって消費者は自分に必要な機能の端末を購入するようになる。谷脇（2008b）はこの｢分離プラン｣について、端末レイヤーと通信レイヤーの区分を明確化にする目的をもった政策であると述べている。
分析をはじめるにあたり、機能を限定したローエンド端末とは、どの程度のものをいうのか正確に決めることは難しい。また現在全く市場にないような端末が、市場に登場したさいの影響を予測することも困難である。そこで今回の分析では、2004年当時にドコモの第2世代端末（mova）において、メール機能のない端末が登場したケースを想定して推定を行う。
　時期を2004年、対象をドコモの第2世代端末に限定した理由は以下4つの理由のためである。1つ目の理由は、2004年にドコモの第2世代端末にメール機能のないものが存在しなかったことが挙げられる
[image: image87.wmf])

10

。2つ目の理由は、当時の携帯利用者においてドコモの第2世代端末の利用者が最も多かったためである。2004年12月の数字で、約46%がドコモの第2世代の利用者である
[image: image88.wmf])

11

。3つ目の理由として2004年の11月にツーカーから通話機能に限定した「ツーカーS」が登場し、ヒットしたためである
[image: image89.wmf])

12

。後述するように今回の分析では、類似の端末の存在が計算のために必要である。4つ目の理由として、消費者のメール機能のWTP（Willingness to pay）を求めるために利用したデータが、2004年のものであるためである。
　計算手順は以下のように行う。1番目にメール機能のWTPを求める。これは確率効用関数を仮定した離散選択モデルの係数を推定することによって行う。2番目にメール機能のコストを推定する。3番目にメール機能のWTPの分布を仮定し、WTPがメール機能のコスト以下の消費者の数を推定し、消費者余剰を測定する。その後に感度分析と割賦制度の影響についての考察を行う。
　また本節の計算では次の2つの仮定をおいている。1つ目は、消費者は同一の端末を2年間使い続けるという仮定である。この仮定は販売奨励金の平均回収期間が2年間のためである。2つ目は、消費者の直面する端末価格は店頭価格と販売奨励金を合計したものであるという仮定である。
4－1を締めるに当たって以下の点を強調しておきたい。本節の分析がドコモの第2世代端末のメール機能に限定して分析を行ったことは、ローエンド端末が消費者の便益を増加させることの1例として行ったに過ぎない。したがって我々の目的は1企業の経営戦略に対する批判ではなく、政策的な観点から携帯市場を考えることである。
4－2　メール機能のWTPの推定

4－2－1　　データ
　4－2ではメール機能のWTPの求め方について述べる。4－2－1で利用するデータについて述べ、4－2－2で実際の計算方法について述べる。日本の携帯電話についてのWTPの分析としては、大橋、他（2007）、中谷（2007）がある。前者は番号ポータビティによるスイッチングコストの低下を測定している。後者はメールアドレスポータビリティやコンテンツポータビリティが導入された際のWTPをコンジョイント分析によって測定している。また国外の研究としては、Kim（2005）やLee at.el.（2006）がある。前者はインターネット機能やビデオ電話機能についてのWTPを推定している。後者は韓国における番号ポータビリティによるWTPを推定している。
これらの研究の特徴として、多くはコンジョイント分析によって手に入れられたSP（Stated preference）データを用いられていることが挙げられる。コンジョイント分析とは、選択者がプロファイルを順序づけるための仮想的市場の分析である
[image: image90.wmf])

13

。そのためSPデータでは現在市場にない機能に対する選好の情報を手に入れることができる。分析対象であるメール機能のないドコモの第2世代端末は、2004年に実際には存在しなかったので、SPデータを用いることが望ましい。しかし今回の分析ではコンジョイント分析が行うことができないため、RP（Revealed preference）データを用いる。
RPデータとは現実の選択に基づくデータである。具体的には総務省と京都大学が2004年9月に行った、携帯電話・PHS利用者に関する個人向けアンケート調査を利用する。このアンケートは、全国11ヵ所ある総合通信局にて電機通信サービスに関心のある20歳以上の男女1000名をモニターとして募集し、郵送によるアンケート調査を行ったものである。回答者は939名で、そのうち764名（81.4%）が携帯電話またはPHSを利用している。そこから記入漏れ等を除いた687名のデータを利用する。
　
4－2－2　　離散選択モデル（Multinominal Probit Model）の推定

　4－2－2ではWTPを求める上で必要な、確率効用関数モデルの推定について説明する。個人iがp個のカテゴリーから選択効用uijが最大となる1つの選択肢jを選択する以下の問題を考える。

（11）　　
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ここで（11）式の誤差項が正規分布に従うと仮定したのは、Multinominal Probit Modelで推定するためである。多項選択の基本的なモデルとしてはMultinominal Logit Modelがあるが、このモデルではIID条件が必要となる。IID条件から無関係な選択肢からの独立性（IIA、Independent of Irrelevant Alternative）という仮定が導かれる。黒田・依田（2005）から今回のデータでは、IIAの仮定が成立していないことがわかっている
[image: image93.wmf])

14

。そのためIIAの仮定を完全に緩和したMultinominal Probit Modelを用いる。
　p個の選択カテゴリーに対して、j＝0、・・・、p－1とラベルを貼り付けることにより、（12）式のようなp－1個の潜在効用を考える。

（12）　　　　
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この潜在効用を用いて、観察される選択は以下の（13）式のようになる。
（13）　　　　　
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（12）式、（13）式のモデルをベイズ推計する。ここではImai and Dyk（2005a）で開発された統計ソフトR用のパッケージを利用する
[image: image100.wmf])

15

。このパッケージは他のRのMultinominal Probit ModelのRパッケージの計算方法に比べて、収束が早い、βの識別が容易、βの事前分布として、非正則事前分布を用いることができるなどのメリットがある。Imai and Dyk（2005a）の事前分布は（14）式、（15）式となる。
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[image: image104.wmf]A

は
[image: image105.wmf]b

の事前精度行列、
[image: image106.wmf]v

は
[image: image107.wmf]S

のパラメータの自由度、
[image: image108.wmf]S

は
[image: image109.wmf]S

のprior scale、
[image: image110.wmf]S

のfirst diagonal elementは1と仮定する。今回は
[image: image111.wmf](

)

b

p

∝1、
[image: image112.wmf]A

＝0とした非正則事前分布を使用する。事前分布を以上のようにおき、マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC）のアルゴリズムの一つであるギブズサンプラーを行う
[image: image113.wmf])
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。計算回数を4万回、最初の2万回をburn-in periodとし、残りの2万回を利用した。

　推定では被説明変数としてNTTドコモ3G、NTTドコモ2G、KDDI3G、KDDI2G、ボーダフォン2G、PHSの6つの選択肢とした。基準をPHSとした。説明変数は以下の2つと切片とした。1つ目はメール利用ダミー（mail）である。データでは1週間におけるメールの送受信回数がわかる。そこで送受信が1回以上ある場合は1、ない場合は0とするダミー変数を用いた。2つ目は定額料金（ryokin）である。月間支出額は通話時間の増加関数になってしまうため、価格の説明変数としては適切ではない。そのため月間支出額を通話時間、よく利用するサービス（メール利用、ウェブ閲覧、静止画送受信、動画送受信等）に関して回帰して、定額料金部分を計算したものを利用する。各データの記述統計量は表2、3となる。

　推定結果を表4に示している。ryokinのパラメータにおける事後分布の平均値はどれも負となり、符合条件を満たしている。特に利用したいryokin（docomo2G）のパラメータは97.5%Quantailesも負となり、望ましい結果となっている。さらにMCMCで得られた標本の分布が初期値に依存しない事後分布に収束しているかを、Gelman-Rubin統計量を用いて判断する。その結果ryokin（docomo2G）、mail（docomo2G）のパラメータは概ね収束していると判断できることがわかる
[image: image114.wmf])
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。
　WTPは線形の確率効用関数の場合には、各係数の推定値を料金の推定値で割り、マイナスをかければ求められる
[image: image115.wmf])
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。以上のように計算されたWTPが表5となる。これは1ヶ月当たりのWTPである。
4－3　メール機能のコスト

　消費者がメール機能を使うために追加的に支払うコストは、端末メーカーがメール機能を端末に載せるために追加的にかかるコスト（コスト1）とメール機能を使うために通信事業者に支払う料金（コスト2）である。なおコスト1を支払うのは端末メーカーであるが、その分は消費者の支払う価格（店頭価格＋販売奨励金）に反映されていると仮定する。コスト2とはメールの送受信の回数によらずに、メールを使うためにかかる料金である。コスト1を正確に求めるのは困難である。今回は近似的な方法として、メール機能のない端末価格とメール機能のある端末価格の差がコスト1に当たるとする。本分析では「ツーカーS」と類似の端末の価格差を比較して、コスト1を求めることになる。比較端末の候補を探す上で、留意しなければならないことは以下の4点である。
まず比較される端末は、同じ通信事業者の必要がある。この理由は同じ通信事業者ならば、販売奨励金の価格が大きく異ならないと想定できるためである。しかし同じ通信事業者であっても、新規端末を販売したときに支払われる狭義の「端末販売奨励金」と既存顧客が機種変更により新規端末を購入したさいに支払われる「機種変更奨励金」がある
[image: image116.wmf])
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。この2種類の価格は異なると考えられる。そのため2つ目の注意点として、新規契約同士あるいは、機種変更同士の価格を比較する必要があることが挙げられる。3つ目の注意点として、できるだけ同じ時期に発売された端末同士を比較することが望ましいことが挙げられる。北（2008）などによれば型落ちした端末には、販売奨励金がさらにつみ増されることが指摘されている。そのため発売時期が異なる端末においては、上2つの条件を満たしていても投入されている販売奨励金が異なる可能性がある。4つ目の注意点として、メール機能以外の差が近い端末を比較する必要があることが挙げられる。この理由は大きく機能の違う端末を比較しても、その価格差はメール機能の有無以外にも影響されている可能性が高いからである。
厳密には他の販売奨励金
[image: image117.wmf])
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の影響や販売店によって価格が違うため、上の4点を満たしてもあくまでも近似に過ぎないことに留意する必要がある。さらに上の4点を完全に満たしている端末を探すのも難しい。今回は条件をある程度満たしている端末として、ツーカーの「ツーカーS」と「TK40」を比較することにした。また使った価格は新規価格ではなく、東京都内（ビックカメラ渋谷東口）における22ヶ月以上使用した場合の機種変更価格とした。その理由は「TK40」はメール機能がついている分だけ、理論的には「ツーカーS」よりも価格が高くなる必要がある。しかし新規の価格を利用すると、この条件が満たされていないためである。
最終的に｢ツーカーS｣の価格が7140円、「TK40」の価格が11,340円なので、コスト1は4,200円とした。なお本稿の分析の端末価格は、ケータイwatchの価格調査を利用した
[image: image118.wmf])
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。

次にコスト2について述べる。メール機能にはiモードメールとショートメールの2種類がある。iモードメールを利用するためには、iモード付加使用料として月額300円が必要となる。ショートメール
[image: image119.wmf])
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については月額100円が必要となる。今回は最低限のメール機能ということで月額100円をコスト2とする。したがってメール機能のコストは2年間の合計で6,600円となる。
表2　規格別のメール非利用者数
[image: image120.emf]サンプル数 メール非利用メール非利用比率

docomo3G 124 11 9%

docomo2G 202 24 12%

KDDI3G 133 14 11%

KDDI2G 56 6 11%

vodafone2G 136 12 9%

PHS 36 36 100%


表3　定額料金の記述統計

[image: image121.emf]平均(円） 標準偏差

docomo3G 6033 2003

docomo2G 4560 1884

KDDI3G 4640 1562

KDDI2G 3178 560

vodafone2G 4615 1949

PHS 2686 961


表4　推定結果
[image: image122.emf]mean std.dev Quantiles(2.5%) Quantiles(97.5%)

intercept(docomo3G) -0.3854000 0.2322000 -0.7665000 0.1300000

intercept(docomo2G) -0.0016950 0.0023680 -0.0069240 0.0040000

intercept(KDDI3G) 0.0000708 0.0011140 -0.0022280 0.0030000

intercept(KDDI2G) 0.0006360 0.0009116 -0.0001040 0.0030000

intercept(vodafone2G) 0.0015120 0.0015270 0.0001611 0.0050000

mail(docomo3G) 0.8892000 0.2304000 0.4847000 1.3810000

mail(docomo2G) 0.0044290 0.0052810 -0.0000628 0.0170000

mail(KDDI3G) 0.0020080 0.0028780 0.0000344 0.0100000

mail(KDDI2G) 0.0005565 0.0012360 -0.0007658 0.0040000

mail(vodafone2G) -0.0013280 0.0013170 -0.0044760 -0.0001530

ryokin(docomo3G) -0.0003231 0.0000734 -0.0004927 -0.0001890

ryokin(docomo2G) -0.0000022 0.0000022 -0.0000070 -0.0000003

ryokin(KDDI3G) -0.0000007 0.0000010 -0.0000033 0.0000000

ryokin(KDDI2G) -0.0000002 0.0000005 -0.0000014 0.0000002

ryokin(vodafone2G) -0.0000003 0.0000003 -0.0000010 0.0000000


表5　メール機能に対するWTP（円/月）

[image: image123.emf]docomo3G 2,752

docomo2G 2,019

KDDI3G 2,944

KDDI2G 2,597

vodafone2G -4,985


4－4　消費者便益の推定

　4－2－2より平均的なドコモ第2世代のメール機能に対するWTPが2,019円/月とわかった。これを2年換算すると48,456円となる。次にWTPの分布を考える。WTPの異なるグループが100つあり、グループ間で2％ずつWTPが異なるとする。したがって最もWTPの高いグループは96,912円、最も低いグループは969円となる。
　WTPがメール機能のコストである6,600円より小さなグループは6%となる。2004年6月末のドコモの第2世代端末の利用者が42,250,400人なので、その6%は2,535,024人となる。2004年6月末のドコモ「らくらくホン」利用者が約285万人
[image: image124.wmf])
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なので、この数字は妥当だと考えられる
[image: image125.wmf])
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。

最もWTPが低いグループの場合は、メール機能がない端末の登場により1人当たり6,600－969で5631円の便益が発生する。これをこのグループの人数である422,504をかけたものがグループ全体の便益となる。各6つのグループの便益についてもとめたものが表6である。これらの便益を合計することにより、消費者の総便益が求められ、8,132,559,794円となる。　　　　　　　　

表6　　グループごとの便益

[image: image126.emf]WTP(円) 累積利用人数（人） 利用人数(人） 便益(円）

969 422,504 422,504 2,379,069,324

1,938 845,008 422,504 1,969,612,247

2,907 1,267,512 422,504 1,560,155,171

3,876 1,690,016 422,504 1,150,698,094

4,846 2,112,520 422,504 741,241,018

5,815 2,535,024 422,504 331,783,941



4－5　感度分析

　4－5では感度分析を行う。グループごとにWTPが2%ずつ違うという仮定とメール機能のコストについての仮定が変化した場合を想定し、消費者便益の変化を調べる。まずメール機能のコストを6,600円で固定し、グループごとのWTPの違いを1.9%、2.4%で推計を行った。次にグループごとのWTPの違いを2%に固定し、メール機能のコストを4,200円の場合と10,000円の場合を行った。4,200円はメールのコストが、コスト1の場合だけを想定した。その結果を求めたものが表7である。便益は最も少ない場合で約3億1,700万円、多い場合で約29億7,000万円となる。
　さらに他の条件は一定にし、グループごとのWTPが極端に違うケースも検証してみた。これはメール機能よりもより高度な機能について当てはまるケースだと考えられる
[image: image127.wmf])
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。その結果が図4である。グループごとのWTPの違いが大きくなるにしたがって、消費者便益が大きくなることが確認できる。グループごとのWTPが6%違うと約950億円の便益が発生する。なおこの場合は33個のグループでWTPが0円となっている。

  今回の分析ではメール機能に比べて高度な機能については、分析を行っていない。その理由は以下のためである。高度な機能については、その機能を持っていない端末も市場に存在する。したがって消費者が合理的ならば、その機能を持っている端末を避けられると考えたからである。しかし販売奨励金や店頭での販売員のアドバイスなどで消費者の購買行動が歪められている場合には、高機能に対してWTPが低い消費者も、高機能端末を購入することがあるかもしれない。この場合消費者が目的にあったエンドの端末を選ぶことによる便益の増加は、非常に大きくなることが図4よりわかる。
表7　感度分析結果

[image: image128.emf]メール機能のコスト(円）WTPの変化率 メールなし端末利用者（人） 便益(円）

6,600 1.9% 1,690,016 3,169,692,609

6,600 2.0% 2,535,024 8,132,559,794

6,600 2.4% 5,915,056 29,703,748,256

4,200 2.0% 1,690,016 2,665,493,235

6,600 2.0% 2,535,024 8,132,559,794

10,000 2.0% 4,225,040 19,730,260,794


　
　　　　　　図4　グループごとのWTPが大きく異なる場合の

　　　　　　　　　消費者便益の変化（横軸はグループごとの便益を1%から

　　　　　　　　　6%まで動かしている。）
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4－６　割賦制度の分析
　ヒアリング調査の結果、消費者が自らの目的にあった機能端末を購入するという「分離
プラン」の目的が達成されていないことがわかった。この原因として、現在ドコモやソフ

トバンクモバイルで導入されている割賦制度が考えられている。その理由は一括で買う場
合に比べて、分割で買えば1月当たりの価格差が小さいため、消費者は高機能端末を購入
しがちになるというものである。しかしこの理由は本稿の分析のフレームワークでは説明
力が小さい。以下でその理由を説明する。
4－4の便益計算同様に、消費者は店頭での端末価格＋販売奨励金を負担し、2年間同一端末を使用すると仮定する
[image: image130.wmf])
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。2005年12月に発売されたドコモの「らくらくホンシンプル」の店頭での販売価格は、新規契約、10ヶ月以上ドコモの「mova」端末を利用してからの機種変更では約10,000円であった。同時期に発売された「Music PorterⅡ」の店頭での販売価格は、新規契約、10ヶ月以上ドコモの「mova」端末を利用してからの機種変更は約24,000円であった
[image: image131.wmf])
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。これに加えて販売奨励金の36,000円（表1を参照）を通信料から払うことになる。発売時期が同じなので、販売奨励金も同じと仮定する。「らくらくホンシンプル」のユーザーは46,000円、「Music PorterⅡ」のユーザーは60,000円を端末価格として支払う。差は14,000円である。

ドコモでは分割支払いの制度では、分割支払いの金利や手数料はかからない
[image: image132.wmf])
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。24ヶ月
の分割払いで、「らくらくホンシンプル」「Music PorterⅡ」を購入することを考える。消費者の割引率が月に0.5%と仮定すると、「らくらくホンシンプル」の端末価格の現在価値は41,124円、「Music PorterⅡ」は53,640円である。差は13,227円となる。
　この単純なシミュレーションからでは、消費者の割引率が高くならないとハイエンド端末とローエンド端末の価格の差は小さくならない。差が10,000円になるには、月の割引率が3.17%必要である。5,000円になるには、月の割引率が約12.29%になる必要がある。これは非現実的な数字と考えられる。したがって高機能を使わない消費者も高機能端末ばかりを購入していることを説明するには、他の要素を考慮する必要がある。
5　結論と今後の課題
　本稿では以下の2つのことをおこなった。1つ目は垂直統合型のビジネスモデルにより、端末の多様性が失われている可能性を指摘した。2つ目は端末のローエンド、ミドルエンド端末が市場に登場することにより、消費者の便益が増加することを示した。この分析結果は「オープン型モバイルビジネス環境」へ進むことを支持するものである。したがって総務省が通信事業者に要請した「分離プラン」は、将来的な「オープン型モバイルビジネス環境」へつながるものとして評価できる。
　今後の課題として以下の3点がある。1つ目は「分離プラン」が十分に機能を果たしていない現状を踏まえ、それを説明する理論を構築する必要がある。2つ目はハイエンド端末が市場から数を減らすことは、端末のモジュール競争力を弱めるという指摘がある
[image: image133.wmf])
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。この論理を実証的に示し、「オープン型モバイルビジネス環境」において、社会全体の便益が最も大きくなるかを考察する必要がある。
　さらに今後のモバイル市場の政策を考えていく上で重要な点がもう1点ある。それは「オープン型モバイルビジネス環境」構築のために、どの程度まで政策的に介入するべきかという問題である。例えば端末のOSについては、統一化を目指した以下のような動きが出てきている。ドコモはモトローラ、NEC、パナソニックモバイル、サムスン、ボーダフォンと共に「LiMo」を2007年の1月に立ち上げた。「LiMo」はLinux OSベースの携帯電話向けソフトウエア・プラットフォーム「LiMoプラットフォーム」の構築を推進することを目的として設立された。また2007年11月にグーグルは、Linux OSベースの携帯電話プラットフォーム「Android」をオープンソースとして無償で提供することを発表した。同時に「Android」の普及促進団体である「オープン・ハンドセット・アライアンス」を組織した。この組織には、NTTドコモやKDDIも参加している
[image: image134.wmf])
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。また従来日本の携帯端末は機能的には行き着くところまできたため、これからは1つの端末を長く利用してほしいという声がドコモ側からも出ている
[image: image135.wmf])
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。以上のことを考慮すると、企業側からも「オープン型モバイルビジネス環境」へと移行する動きが出ていることがわかる。このような状況を踏まえると、「オープン型モバイルビジネス環境」構築のための政策は、慎重に進めていくことが望ましいと考えられる。
注

１）　たとえば総務省（2007）では副題が「オープン型ビジネスモデル環境の実現に向けて」となっている。

２）　モバイルビジネス研究会第3回 KDDI株式会社説明資料

    　http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/mobile/070215_2.html
３）　japan internet com （2003年4月24日 ）

    　http://japan.internet.com/allnet/20030424/5.html
４）　NTTdocomo 報道発表資料 （2003年12月19日）

http://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/page/20031219a.html
５）　auはNTTドコモとは異なり、通信技術、半導体などにおいて、クアルコム製を採用している。しかしauと取引している端末メーカーは、クアルコムのアプリケーション・プラットフォームに適応した端末を開発しなければならず、クアルコムへのライセンス使用料なども考慮すると負担は軽くなかった。
6） 日本の端末メーカーは80年代から90代前半には、国際市場におけるシェアの上位　　　

　　　に複数の日本企業がランクインしていた。しかし2000年のパナソニックを最後に上位5社に入る日本の端末メーカーは姿を消した。さらに00年代に入ってから、日本の端末メーカーが国際市場からの撤退を表明している。例えばシャープは、04年10月に米国の消費者向け携帯端末の開発、および販売から撤退することを表明した。またNECは06年11月に中国市場への新機種投入も中止を発表した。その後、パナソニックは平成22年度にも中国、アジア市場に携帯端末を再び投入することを発表した。これには第3世代以降の端末で規格が基準化されたことが影響している。以上の記述は大崎（2008）と以下の記事を参考にした。

CNET japan （2004年10月21日）

http://japan.cnet.com/news/tech/story/0,2000056025,20075280,00.htm
NIKKEI NET （2006年11月21日）

http://it.nikkei.co.jp/business/news/index.aspx?n=MMITaa003021112006
産経関西 （2008年 7月12日）

http://www.sankei-kansai.com/2008/07/12/20080712-000955.html
７）　第2世代携帯電話の通信規格として日本はPDCを採用したが、PDCを採用した国は日本しかなかった。欧州はGSM、米国はCDMA方式を採用した。GSMは世界市場の82％を占めている。   
８）　マーケティング活動の蓄積がないことが国際競争力と関係するかについては意見がわかれる。大崎（2008）、宍倉（2008）では関係すると述べているが、パナソニックモバイルに対するヒアリング調査では、このことについては否定していた。  
９）　北（2008）では「分離プラン」は販売奨励金の額を明示するだけで、廃止を意味するわけではないことを強調している。
１０）ドコモは2005年12月通話機能に限定した端末である「らくらくホンシンプル」を発売する。「らくらくホンシンプル」はFOMA端末（第3世代）である。以下のdocomoホームページを参考にした。

http://www.nttdocomo.co.jp/product/easy_phone/simple/
１１）電機通信事業者協会ホームページより計算した。
http://www.tca.or.jp/japan/database/daisu/yymm/0412matu.html
１２）「ツーカーS」が発売された2004年の11月にはツーカーの利用者に1,200人の純増があった。ツーカーの利用者の純増は2年半ぶりであり、このほとんどが「ツーカーS」によるものだという見解も存在する。また「ツーカーS」の利用者の内訳は明らかにされていないが、概ね60歳以上の人が利用していると製造元の京セラはコメントしている。以下のホームページ、記事を参考にした。
　　　電機通信事業者協会ホームページ

http://www.tca.or.jp/japan/database/daisu/yymm/0411matu.html
　　　ケータイwatch（2004年12月7日）
http://k-tai.impress.co.jp/cda/article/news_toppage/21741.html
　　　IT media mobile（2005年1月13日）

http://plusd.itmedia.co.jp/mobile/articles/0501/13/news089.html
１３）SPデータとRPデータについての記述は依田（2007）第4章を参考にした。
１４）黒田・依田（2005）ではMultinominal Probit Modelと同様にIIAの仮定を完全に緩和したMixed Logit Modelが用いられている。
１５）R用のMultinominal Probit Modelの計算方法としては、他にbayesmパッケージのrmnpGibbsがある。このパッケージで用いられている計算方法については、Rossi（2005）、McCulloch and Rossi(1994）が詳しい。
１６）より計算ステップの詳しい説明としてはImai and Dyk（2005b）を参照。
１７）ryokin（docomo2G）のGelman-Rubin統計量のRは1.18である。1.1、1.05で収束していると判断する場合もあるため、厳しく判定すると収束していないことになる。（古谷（2008）、大森（2005）、Imai and Dyk（2005a）を参照）
１８）Train（2003）によれば、これは確率効用関数を全微分することによって求められる。
１９）この部分の記述は、総務省（2007）の第2章を参考にした。
２０）総務省（2007）によれば、他の販売奨励金としては以下のものがある。「新規成約奨励金」とは新規契約を締結したさいに支払われる奨励金である。「オプション獲得奨励金」とはオプションサービス等を獲得したさいに支払われる奨励金である。「契約獲得数量奨励金」とは1ヶ月に獲得した新規回線契約等に応じて支払われる奨励金である。「契約維持奨励金」とは新規契約の獲得から一定期間支払われる奨励金である。
２１）ケータイwatch（2004年11月19日）

http://k-tai.impress.co.jp/cda/article/price/21493.html

[image: image136.wmf]　　また「TK40」の発売月（2004年2月）における、22ヶ月以上使用した場合の機種変更価格は10,290円と11月19日とほぼ同じであった。そのため今回は11月19日のデータを利用する。2004年2月の価格は以下を参考にした。
　　　ケータイwatch（2004年11月19日）


[image: image137.wmf]http://k-tai.impress.co.jp/cda/article/price/17597.html
２２）ここでショートメール機能に似たショートメッセージサービス（SMS）について説明する。SMSとは基本的には「FOMA」端末から「FOMA」端末へ全角最大70文字まで、文字メッセージを送受信できるサービスである。このサービスは相手の「FOMA」のiモードアドレスを知らなくても送ることができる。「mova」端末から「FOMA」端末がショートメールを受信するときは、SMSとして受信する。「FOMA」端末が「mova」端末へのSMSを送信すると「mova」端末はiモードメールとして受信する。

一方ショートメールとは最大50文字までメッセージを送受信できるサービスである。ショートメール機能は送信できる機種は、「mova」・ワイドスター・一般電話・NTT公衆電話・他社の携帯電話などである。受信できる機種はショートメール機能がある「mova」端末である。以上の記述はドコモの以下のドコモホームページを参考にした。

http://www.nttdocomo.co.jp/service/mail/sms/
２３）ケータイwatch（2004年7月28日）
http://k-tai.impress.co.jp/cda/article/news_toppage/19929.html
２４）この数字をベンチマークとして利用するために、携帯電話利用者のデータは2004年の6月のものとした。6月時点では「らくらくホン」利用者はすべて「mova」利用者である。2004年9月に「FOMAらくらくホン」が発売されたため、これ以降の「らくらくホン」の利用者は「FOMA」利用者も含まれてしまう。以下のドコモ報道発表資料（2004年9月2日）を参考にした。

　　　http://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/page/20040902a.html
２５）Kim（2005）ではmobile Internet、ビデオ送受信、国際ローミングはWTPが人によって大きく異なることを示している。
２６）この仮定は販売奨励金が廃止されたあとのバリューコースでも変わらない。その理由は、販売奨励金部分が端末の価格に変化するだけだからである。

２７）ケータイwatch（2006年1月6日）
http://k-tai.impress.co.jp/cda/article/price/27212.html　
２８）以下のdocomoホームページを参考にした。

http://www.nttdocomo.co.jp/support/procedure/value/installment/index.html
２９）北（2006）や宍倉（2008）でこのような指摘がされている。
３０）この部分は谷脇（2008a）と以下のアドレスITpro（2008年7月4日）の記事を参考にした。また「LiMo」と「Android」の違いは以下の点にある。前者は携帯電話用のミドルウエアの開発に特化し、作業は規格化が中心である。後者はOSだけでなく、ミドルウエアやユーザー・インタフェース、アプリケーションまでが盛り込まれ、完全なOSスタックを形成している。
ITpro（2008年7月4日）
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20080627/309651/
３１）以下のIT-PLUS（2007年10月26日）の記事を参考にした。
　　　http://it.nikkei.co.jp/mobile/news/index.aspx?n=MMITfa000026102007
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AppendixA　携帯市場の現状

携帯電話の加入契約数、通信事業者のARPU（Average Revenue Per User）、基本使用料金、通話料金、通信事業者のシェア、第3世代端末の利用者の推移を確認してみる。
携帯電話の加入契約数は表8のようになっている。特徴として加入契約数は、年々増加していることがわかる。08年12月の契約数は1億583万件である。　
　　　　　　　　　表8　　携帯電話の加入契約数
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注　数字は年度末、ただし08年度だけ12月の数字を使っている。

出所   社団法人電気通信事業者協会資料より作成
  通信事業者のARPUは表9となる。ARPUとは携帯電話の1加入者当たりの売上高である。数字の推移についてみてみると、01年か06年の間に8235円から6662円へと1573円（19.1％）減少している。その理由は通話料金の引き下げ競争が激化し、音声ARPUが減少したためである。具体的には6年間で6889円から4670円と2219円（32.2％）減少している。一方データ通信のARPUは6年間で1346円から1992円と646円（48％）上昇している。しかしデータ通信のARPUの増加よりも音声ARPUの減少の方が大きいため、全体としてARPUは減少している。

　
　　　　　　　　　　　表9　　通信事業者のARPU
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　出所   谷脇（2008a）
基本使用料金の推移を表10 に示している。基本使用料金は90年代を通じて各社とも低下してきた。しかし99年に3社とも4000円前後になってから、その後に大きな変化はない。06年にソフトバンクモバイルが安くなっているのは、「ゴールドプラン」のキャンペーン価格を利用しているためである。

              　　  表10　　携帯各社の基本使用料金   　　　
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注１ NTTドコモは94年4月からはプランA、05年11月からはプランS

注２ auは95年12月までは「おてごろプラン」、それ以降はcdmaのコミコミOneエコノミープラン
注３ ①ソフトバンクの06年10月は、07年1月15日加入までの「ゴールドプラン」自社以外あての通話料
② それ以前はボーダフォンのスタンダードプラン
注４ 平日昼間、自社携帯電話に3分間かけたときの料金（税抜）
出所   モバイルビジネス研究会（第1回）配布資料（2007）
通話料金の推移を表11に示してある。ここでは基本的に、平日昼間に自社携帯電話に3分間かけたときの通話料金を示している。（詳しくは表下の注を参照）基本使用料金と同様に各社90年代を通じて大きく低下し、99年にNTTドコモが110円、他の2社が120円になってからは大きな低下はみられない。

表10　　携帯電話通話料金　
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注１ NTTドコモは94年4月からはプランA、05年11月からはプランS

注２ auは95年12月までは「おてごろプラン」、それ以降はcdmaのコミコミOneエコノミープラン
注３ ①ソフトバンクの06年10月は、07年1月15日加入までの「ゴールドプラン」自社以外あての通話料
② それ以前はボーダフォンのスタンダードプラン
注４ 平日昼間、自社携帯電話に3分間かけたときの料金（税抜）
出所   モバイルビジネス研究会（第1回）配布資料（2007）
携帯各社のシェアを表11で示した。NTTドコモは5割以上のシェアを占め、大きな影響力をもっている。3社のHHI（ハーフィンダール・ハーシュマン指数）は01年から07年の間に、4000から3700へと若干低下した。しかしこれはNTTドコモのシェアがやや減少し、auのシェアがやや増加したためで、この3社以外を示すその他のグループのシェアに変化はほとんどない。

　

　　　　　　　　　　　　　表11　　携帯各社のシェア
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　　　　　　　               出所　谷脇（2008a）

注１ auグループはツーカー含む

注２ ソフトバンクモバイルは旧ボーダフォン

注３ その他はPHSドコモをのぞく

注４ すべて12月の値
表12が第3世代携帯電話の加入者数である。第3世代携帯電話とは、国際電気通信連合（ITU）の定める「IMT-2000」に規格に準拠したデジタル方式の通信電話で、高速・大量のデータ通信が可能である。08年度12の契約数は9606万件である。これは携帯電話全加入契約数の90.7%に及ぶ。また通信事業者によって通信規格が異なり、NTTドコモとソフトバンクがW-CDMA、auはCDMA2000である。
　

　　　　　　　　　　　　表12　第3世代携帯電話加入者数
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注　数字は年度末、ただし08年度だけ12月の数字を使っている。

出所   社団法人電気通信事業者協会資料より作成
AppendixB  Gelman-Rubin統計量

　MCMCの収束判定を行うためのGelman-Rubin統計量は表13となる。

　　　　　　　　　表13 　Gelman-Rubin統計量
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